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１. 令和３年分の確定申告状況等について（まとめ） 

申告所得税及び復興特別所得税（※） ※ 以下「所得税等」と表記します。

申告人員は 518,352 人（対前年比＋0.4%）。そのうち申告納税額がある方は
150,309人（同▲4.7%）、その所得金額は 8,404 億 6,175 万円（同▲7.8%）、申
告納税額は 552億 8,328万円（同▲9.5%）。 

土地等の譲渡所得の申告人員は10,921 人（同▲0.1%）で、そのうち所得金額があ
る方は 7,668人（同▲0.1%）、その所得金額は637億 5,362 万円（同+3.4%）。 

株式等の譲渡所得の申告人員は 25,085 人（同+4.4%）で、そのうち所得金額が  
ある方は13,898人（同+39.1%）、その所得金額は664億4,915万円（同▲48.2％）。  

個人事業者の消費税 

申告件数は29,203件（同▲0.2%）で、申告納税額は160億3,757万円（同＋1.7%）。

贈与税 

申告人員は 11,339 人（同+9.4%）。そのうち申告納税額がある方は 8,019 人（同
+10.1%）、その申告納税額は47億 6,326 万円（同+37.3%）。 

自宅等からの e-Tax の利用状況 
自宅等からe-Taxで申告書を提出した方（※）は、所得税等で209,663人（同+13.4%）。 
※ 本人による自宅からの送信のほか、税理士による代理送信を含みます。 

上記のうち、自宅から納税者ご自身により e-Tax で所得税等の申告書を提出した方
は 89,345 人（同＋36.7%）。 

※ 令和元年分及び令和２年分の所得税等、個人事業者の消費税及び贈与税の申告・納付期限を延

長したこと、令和３年分の所得税等、個人事業者の消費税及び贈与税については簡易な方法によ

り申告・納付期限を延長できるようにしたことに伴い、本資料における各計数については、令和

元～３年分は翌年４月末日まで、平成 30 年分以前は翌年３月末日までに提出された申告書の情

報としています。 
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自宅からの e-Tax の利用状況等（トピックス１） 
自宅からの e-Tax がスタンダードに ～自宅からのe-Tax が約24 千人増加～

確定申告会場への来場や税理士への依頼をせず、国税庁ＨＰ『確定申告書等作成コー
ナー』や各種会計ソフトを利用して自宅から納税者ご自身により e-Tax で申告書を提
出した方は、令和２年分の約 1.4 倍となる 89千人で、約24千人増加しました。 
自宅から納税者ご自身により e-Tax で申告書を提出した方の数は、税務署の確定申
告会場で所得税等の申告書を作成・提出した方の数を初めて上回りました。

《自宅から納税者ご自身により e-Tax で申告書を提出した方の数の推移》 

スマホ申告の利用状況 ～自宅からのスマホによる e-Taxが大幅に増加～

自宅からスマホを使って e-Tax で申告した方は29,803 人で、令和２年分から約1.7
倍に増加しました。 
特に、マイナンバーカードを利用してスマホから申告した方は16千人で、令和２年
分から約2.1倍に増加しました。 

《スマホ申告した方の数（※）の推移》※ 自宅から e-Tax で申告書を提出した方の数 

3,853 

9,284 

17,443 

29,803 人

平成30年分 令和元年分 令和２年分 令和３年分

納税者ご自身による自宅からの e-Tax

確定申告会場で申告書を作成・提出した方 
（e-Tax 又は書面）

約1.7倍

３年で約 8倍

約1.4倍（+24千人）

※ ６.参考資料の（表７）参照。

※ ６.参考資料の（表７）の（参考１）参照。
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【参考１】国税庁ＨＰ『確定申告書等作成コーナー』の利用状況
国税庁ＨＰ『確定申告書等作成コーナー』を利用して e-Tax で所得税等の申告書を提
出した方は 98,149人で、令和２年分から約 1.3 倍に増加しました。 

《国税庁ＨＰを利用して自宅等から e-Tax で申告書を提出した方の数（※）の推移》 
※確定申告書等作成コーナーを利用した税理士の代理送信を含みます。 

【参考２】チャットボットの利用状況（全国の状況）
運用３年目となった税務相談チャットボット「ふたば」の令和３年分の質問件数は
590万件で、令和２年分から約1.4倍に増加しました。 
確定申告会場へ来場しなくても税に関する相談がいつでも可能な環境整備を進める
ことで自宅等からの e-Tax 利用を強力に後押ししています。 

《チャットボットの質問件数の推移》 

22,778 

44,535 

55,717 

75,857 

98,149 人

平成29年分 平成30年分 令和元年分 令和２年分 令和３年分

約1.3倍

４年で約4倍

37

420

590万件

令和元年分 令和２年分 令和３年分

「税務職員ふたば」

２年で約16倍

約1.4倍

※ ６.参考資料の（表８）参照。
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9,613 
11,983 

26,063 

45,273 人

平成30年分 令和元年分 令和２年分 令和３年分

マイナンバーカードを活用した申告（トピックス２） 
マイナンバーカード方式の利用状況 

納税者ご自身による自宅からの e-Tax で申告書を提出した方のうち、マイナンバー
カード方式で送信された方は、45,273人で、令和２年分から約1.7倍に増加しました。

確定申告会場でのマイナンバーカード交付申請受付 

国税庁では、マイナンバーカードの普及促進を目指し、地方公共団体からの要請を踏
まえて、税務署の確定申告会場内にマイナンバーカード申請コーナーを設置しています。
 令和３年分では合計で 403 件の交付申請を受け付けるなど、地方公共団体数及び申
請件数が令和２年分から大幅に増加しました。

令和元年分 令和２年分 令和３年分 

地方公共団体数 1 2 11 団体 

申請件数 37 122 403 件 

約1.7倍

３年で約 5倍

※ ６.参考資料の（表７）参照。

※ ６.参考資料の（表 14）参照。
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56

6,088人

令和２年分 令和３年分

【参考】マイナポータル連携の利用状況
国税庁ＨＰ『確定申告書等作成コーナー』では、マイナポータル経由で、控除証明書
等の必要書類のデータを一括取得し、申告書の該当項目へ自動入力する機能（以下「マ
イナポータル連携」といいます。）を令和２年分から導入しています。
 マイナポータル連携により控除証明書等を取得した方は 6,088 人で、令和２年分か
ら約109倍に増加しました。

《マイナポータル連携により控除証明書等を取得した方の数の推移》 

約109倍

「マイナちゃん」
「イータ君」

※ ６.参考資料の（表７）の（参考２）参照。
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２. 所得税等の確定申告書の提出状況 
－提出人員は518,352 人で、平成 26年分からほぼ横ばいで推移－

確定申告書の提出人員の状況 

所得税等の確定申告書の提出人員は518,352 人（対前年比＋0.4%）で、平成26年
分以降ほぼ横ばいで推移しています。 

納税人員の状況 

確定申告書の提出人員のうち、申告納税額がある方（納税人員）は 150,309 人（同
▲4.7%）で、その所得金額は 8,404 億 6,175万円（同▲7.8%）、申告納税額は 552
億 8,328万円（同▲9.5%）となっており、令和２年分と比較すると、いずれも減少し
ました。 

所得者区分別の納税人員の状況 

事業所得者 
納税人員は 40,248人（同▲13.1％）で、その所得金額は1,762億 3,107万円（同
▲4.6％）、申告納税額は162億 6,004 万円（同＋14.9％）となっており、令和２
年分と比較すると、人員及び所得金額は減少し、申告納税額は増加しました。 

事業所得者以外 
納税人員は 110,061 人（同▲1.2％）で、その所得金額は6,642億 3,068万円（同
▲8.7％）、申告納税額は390億 2,324 万円（同▲16.9％）となっており、令和２
年分と比較すると、いずれも減少しました。 
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152,892 152,384 146,805 151,948 155,108 154,305 153,575 152,637 157,682 150,309人

303,039 297,904 299,681 296,360 294,031 295,774 299,014 297,302 292,562 298,504人

72,057 
69,749 68,282 66,505 66,255 65,702 65,782 63,586 65,934 69,539人

527,988
520,037 514,768 514,813 515,394 515,781 518,371 513,525 516,178 518,352人

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３

711,208 

769,700 
728,018 

760,624 
803,879 805,569 793,206 

816,866 

912,004 

840,462百万円

39,169 

44,703 43,141 
46,546 

50,847 50,374 
48,459 

52,183 

61,109 
55,283百万円

(44,838) (45,229) (44,464) (46,242) (46,350) (44,495) (43,709) (43,847) (46,313) (40,248)

対前年比
100.4%

申告納税額がある方 還付申告 申告納税額がない方

納税人員の 申告納税額

（）は、うち事業所得者

確定申告書の提出人員

所得金額

《グラフ１ 所得税等の申告状況の推移》 
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土地等の譲渡所得の申告状況 

確定申告書の提出人員のうち、土地等の譲渡所得（総合譲渡を含む。）の申告人員は
10,921 人（対前年比▲0.1%）です。そのうち、所得金額がある方（有所得人員）は
7,668 人（同▲0.1％）で、その所得金額は 637億 5,362万円（同+3.4％）となって
おり、令和 2年分と比較すると申告人員及び有所得人員はほぼ横ばいとなり、所得金額
は増加しました。 

《グラフ２ 土地等の譲渡所得の申告状況の推移》

6,250 
7,059 6,898 

7,527 7,480 7,861 8,206 8,218 7,672 7,668人

3,336

4,014 3,862
3,415 3,789

3,715 3,289 3,381
3,264 3,253人

9,586

11,073 10,760 10,942 11,269 11,576 11,495 11,599
10,936 10,921人

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３

456 482 490 523 
574 

641 
692 701 

617 638億円

所得金額がある方 所得金額がない方

所得金額

申告人員

i
対前年比
99.9%
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株式等の譲渡所得の申告状況 

確定申告書の提出人員のうち、株式等の譲渡所得の申告人員は25,085 人（対前年比
＋4.4%）です。そのうち、所得金額がある方（有所得人員）は 13,898人（同＋39.1％）
で、その所得金額は664億 4,915 万円（同▲48.2％）となっており、令和２年分と比
較すると申告人員及び有所得人員は増加しましたが、所得金額は減少しました。 

《グラフ３ 株式等の譲渡所得の申告状況の推移》

5,611

15,113

10,764 10,404

6,377

11,836

8,700 8,034
9,993

13,898人

18,972

20,062

10,833

14,212

11,499

11,825

10,635

10,280

15,178

13,997

11,631

12,583

14,482

14,007

14,629

13,453

14,038

13,613

11,187人

11,814人

24,583
25,946

22,263
21,039 21,555

23,467 23,182 22,663
24,031

25,085人

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２ R3

譲渡損失を翌年以降へ繰り越した方所得金額がある方 所得金額がない方

所得金額

申告人員

234 

927 

353 425 
560 642 

336 
553 

1,283 

664億円

i
対前年比
104.4%
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616 665 771 769 728 782 866 768 1,235
1,374人

31,227 31,075 30,749 30,759 30,575 30,089 29,586 28,549 28,013 27,829人

10,180
9,974

14,365

15,917 15,930
15,680

15,475
15,801 15,777

16,038百万円

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２ Ｒ３

還付申告

申告納税額

納税申告

平成26年４月以降

消費税率が5％→8％

31,843 31,740 31,520 31,528 31,303 30,871 30,452 29,317 29,248 29,203人

令和元年10月以降

・消費税率が8％→10％

・消費税軽減税率制度の導入

３. 個人事業者の消費税の申告状況 
－申告件数は29,203 件で、平成 24年分からほぼ横ばいで推移－

個人事業者の消費税の申告件数 

個人事業者の消費税の申告件数は 29,203 件（対前年比▲0.2%）で、申告納税額は
160 億 3,757万円（同＋1.7%）となっており、令和２年分と比較すると、申告件数は
減少し、申告納税額は増加しました。 

《グラフ４ 消費税の申告状況の推移》 
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４. 贈与税の申告状況 
－申告件数は11,339 人で、前年より増加－

贈与税の申告状況 

贈与税の申告書の提出人員は 11,339 人（対前年比+9.4％）です。そのうち、申告納
税額がある方（納税人員）は 8,019 人（同+10.1％）で、その申告納税額は47億 6,326
万円（同＋37.3％）となっており、令和 2年分と比較すると、いずれも増加しました。 

《グラフ５ 贈与税の申告状況の推移》

6,178
7,009

7,875 8,272 7,859 7,646 7,524 7,362 7,285 8,019人

3,427

3,916
3,387

3,664
3,347 3,163 3,113 3,304 3,075

3,320人
9,605

10,925 11,262
11,936

11,206
10,809 10,637 10,666 10,360

11,339人

2,310

3,091 2,991

3,708

3,404

2,733

3,741
3,334

3,469

4,763百万円

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

申告納税額がある方 申告納税額がない方

申告納税額

申告人員

平成27年1月以降

贈与税（暦年課税）の最高税率が50％→55％
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贈与税の課税方法別の申告状況 

暦年課税 
暦年課税を適用した申告人員は 10,256 人（対前年比+10.1％）で、その申告納税
額は35億 8,789 万円（同+36.5％）となっており、令和2年分と比較すると、い
ずれも増加しました。 

相続時精算課税 
相続時精算課税を適用した申告人員は 1,083 人（同+3.9％）で、その申告納税額
は 11億 7,537 万円（同＋39.9％）となっており、令和 2年分と比較すると、いず
れも増加しました。 

《グラフ６ 暦年課税及び相続時精算課税別の申告状況の推移》

（注）１ 平成 27 年分以降の申告人員グラフの括弧書は、特例税率に係る贈与の申告人員です。 

２ 相続時精算課税に係る申告人員には、暦年課税との併用者を含んでいます。

6,135

43

6,962

47

7,820

55

8,213

(4,697)

59

7,790

(4,420)

69

7,588

(4,257)

58

7,469

(4,141)

55

7,290

(4,086)

72

7,219

(4,067)

66

7,944人

(4,500)

75人

2,296

1,131

2,521

1,395

2,236

1,151

2,385

(552)

1,279

2,179

(567)

1,168

2,027

(612)

1,136

2,068

(566)

1,045

2,221

(527)

1,083

2,099

(442)

976

2,312人

(493)

1,008人

8,431

1,174

9,483

1,442

10,056

1,206

10,598

(5,249)

1,338

9,969

(4,987)

1,237

9,615

(4,869)

1,194

9,537

(4,707)

1,100

9,511

(4,613)

1,155

9,318

(4,509)

1,042

10,256人

(4,993)

1,083人

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

申告納税額

＜暦年課税＞ ＜相続時精算課税＞

申告納税額

申告人員

申告納税額がない方

申告納税額がある方

申告納税額がない方

申告納税額がある方

2,079 

2,838 
2,396 3,457 

2,899 
2,349 

3,263 
2,913 2,629 

3,588百万円

232 254 

595 

251 

505 
384 478 421 840 

1,175百万円
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9,613 11,983 
26,063 

45,273人21,287 
29,911 

37,276 

41,158人

10,616 

1,411 
1,369 

2,020 

2,914人

111,625 

114,194 
116,825 

119,537 

120,318人

18,998 

24,311 

33,777 

36,726 

42,256人

92,308 

83,163 

80,582 

76,565 

60,783人

H29 H30 R元 R２ R３

確定申告会場で作成・e-Taxで提出

地方公共団体会場で作成・e-Taxで提出

税理士による代理送信

その他の従来の方式での送信

ID・パスワード方式での送信

マイナンバーカード方式での送信

納税者本人による送信

提出人員 89,345人

対前年比 136.7%

自宅等からのe-Tax利用の状況

自宅等からのe-Tax利用

提出人員 209,663人
対前年比 113.4%

e-Tax利用人員

提出人員 312,702人
対前年比 104.9%

５. 自宅等からの e-Tax 利用状況
所得税等の状況 

自宅等からの e-Tax 利用による所得税等の申告書の提出人員は209,663人で、令和
２年分から 24,767人（対前年比＋13.4％）増加しました。 
そのうち、納税者本人による送信は89,345 人で、令和２年分から 23,986 人（同＋
36.7％）増加しました。 

《グラフ７  e-Tax 利用状況の推移》 


